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はじめに
2020年10月、我が国は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロに
する、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣
言しました。以来、日本国内では加速度的に脱炭素への機運が高まり、地方自
治体や地域の民間事業者に寄せられる脱炭素の取組に関する社会的要請も高
度化・複雑化しております。

本冊子は、地域脱炭素に取り組もうとする地方自治体、民間事業者の皆様に
向けて、令和８年度の国や北海道の支援施策等を１冊にまとめたものです。ゼロ
カーボン北海道タスクフォース・地方支分部局レベル会合を構成する７つの地方支
分部局に北海道を加え、各機関の支援施策等を掲載しております。
なお、編集時期の都合上、一部の補助施策は令和７年度の補助施策を参考と
して掲載しております。

このような施策集は府省庁ごとに作成されることが一般的ですが、１冊にまとまっ
ていないため類似した支援策の横の関連性を体系的に理解することが難しく、構
成・デザインもバラバラであることから、読み手側にとって労力がかかるものとなってお
りました。「ゼロ北ハンドブック」は、こうした課題の克服を目指した支援施策集です。

改善等の御提案がございましたら、本冊子の巻末に掲載の御連絡先まで、御意
見いただければと思います。今後も改訂版を発刊していく予定ですので、その際の
参考にさせていただきます。

「地域活性化をカーボンニュートラルで」、この１冊が2050年カーボンニュートラル
へ歩む皆様の一助となりましたら、嬉しく思います。

令和８年３月
ゼロカーボン北海道タスクフォース

地方支分部局レベル会合



●ゼロカーボン北海道タスクフォースとは…
今後全国で展開される地域脱炭素の取組の先導役となることが期待される北海道地域を支
援する体制として令和３年８月４日に設置された各省庁の連携組織です。

「ゼロカーボン北海道」タスクフォース・地方支分部局レベル会合は、省庁の出先機関である７
つの「地方支分部局」（北海道総合通信局、北海道農政事務所、北海道森林管理局、北
海道経済産業局、北海道開発局、北海道運輸局、北海道地方環境事務所）で構成され、
オブザーバーとして北海道財務局、北海道が参画しています。

本タスクフォースの地方支分部局レベル会合は、北海道地域における脱炭素の取組に関して、
地方支分部局が連携し、各地域の強み・課題・ニーズを丁寧に吸い上げ、地域を機動的に支
援する役割を果たすことが求められています。「ゼロ北ハンドブック」も、こうした支援策の1つです。

●ゼロカーボン北海道とは…
近年、世界各地で異常気象による災害が発生し、道内においても激しい雨が降る頻度が増
加するなど、気候変動の影響が顕在化しています。
国内外では、温室効果ガスの排出量と吸収量の均衡をめざす「脱炭素化」の動きが加速して
おり、道としても、気候変動問題に⾧期的な視点で取り組むため、2020年３月、「2050年まで
に温室効果ガス排出量の実質ゼロをめざす」ことを表明しました。
北海道が有する豊かな自然や地域資源を利用した再生可能エネルギーと広大な森林などの
吸収源の最大限の活用により、脱炭素化と経済の活性化や持続可能な地域づくりを同時に進
めます。
道民一人ひとりが意識を変え、自ら責任を持って行動することにより、2050年までに、温室効
果ガス排出量と森林等による吸収量のバランスが取れ、環境と経済・社会が調和しながら成⾧
を続ける北の大地「ゼロカーボン北海道」を実現します。
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目 次
番号 事業名 番号 事業名

01 地域脱炭素実現に向けた具体施策実装支援事業のうち
公共施設等への太陽光発電設備等の導入計画策定支援 24 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち

新手法による電力融通モデル創出事業

02 地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業のうち
再エネ促進区域の設定等に向けたゾーニング支援（R7補正事業） 25 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち

離島の脱炭素化等推進事業

03 地域脱炭素実現に向けた具体施策実装支援事業のうち
風力発電に係る促進区域等の設定に向けたゾーニング等に対する支援 26 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち

ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業

04 地域脱炭素実現に向けた中核人材の活用・育成・連携事業のうち
脱炭素まちづくりアドバイザー派遣・相談 27 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち

地域共生型の太陽光発電設備の導入促進事業

05 地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共避難施設​
・防災拠点への自立・分散型エネルギー設備等​導入推進事業等 28 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち

駐車場等への太陽光発電設備の導入促進事業

06 人材育成支援事業 29 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち
窓、壁等と一体となった太陽光発電設備の導入促進事業

07 新エネルギーコーディネート支援事業 30 太陽光発電及び蓄電池システム共同購入事業

08 地域新エネルギー導入加速化調査支援事業 31 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち
再エネ熱利用・工場廃熱利用等の価格低減促進事業

09 新エネルギー設計支援事業 32 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち
地域における脱炭素化先行モデル創出事業

10 新エネルギー設備導入支援事業 33 地熱発電の資源量調査・理解促進事業

11 省エネルギー導入促進支援事業（初期段階・計画段階支援） 34 地熱資源利用促進事業（地熱井等調査補助）

12 省エネルギー導入促進支援事業（導入段階支援） 35 地熱井掘削支援事業

13 ゼロカーボン・ビレッジ構築支援事業（計画策定） 36 地熱・温泉熱アドバイザー派遣事業

14 ゼロカーボン・ビレッジ構築支援事業（導入支援） 37 温泉熱有効活用に向けたコンシェルジュ事業

15 ゼロカーボン・イノベーション導入支援事業 38 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち
浮体式洋上風力導入と地域ビジネス促進事業

16 ゼロカーボン・モビリティ導入支援事業 39 洋上風力発電関連産業人材確保支援事業補助金

17 GX戦略地域制度における産業団地等の脱炭素化推進事業 40 水力エネルギー導入促進事業のうち
事業性評価支援事業

18 地域づくり総合交付金（産業振興事業） 41 建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち
水インフラにおける脱炭素化推進事業

19 ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業 42 地域新エネルギー導入アドバイザー制度

20 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行加速化交付金 43 北海道企業局ダム周辺地域活動支援事業

21 脱炭素化推進事業債(地方債) 44 下水道脱炭素化推進事業（下水道事業費補助）

22 公営企業債（脱炭素化推進事業） 45 地域における再エネ等由来水素利活用促進事業

23 Scope3排出量削減のための企業間連携による省CO2設備投資促進事業 46 産業活動等の抜本的な脱炭素化に向けた水素社会モデル構築実証事業
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47 ＤＯゼロカーボン建築サポートセンター 70 物流脱炭素化促進事業

48 住まいのゼロカーボン化推進事業 71 運輸部門の脱炭素化に向けた先進的システム社会実装促進事業のうち
先端技術・システム等を活用した商用車の電動化促進事業

49 業務用建築物の脱炭素改修加速化事業のうち
業務用建築物の脱炭素改修加速化事業 72 運輸部門の脱炭素化に向けた先進的システム社会実装促進事業のうち

次世代燃料・物流効率化による物流脱炭素化促進事業

50 建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち
ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業 73 運輸部門の脱炭素化に向けた先進的システム社会実装促進事業のうち

農業機械の電動化促進事業

51 建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち
ライフサイクルカーボン削減型の先導的な新築ZEB支援事業 74 産業車両等の脱炭素化促進事業のうち

空港における脱炭素化促進事業

52 建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち
サステナブル倉庫モデル促進事業 75 産業車両等の脱炭素化促進事業のうち

港湾における脱炭素化促進事業

53 建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち
省CO2化と災害・熱中症対策を同時実現する施設改修等支援事業 76 産業車両等の脱炭素化促進事業のうち

海事分野における脱炭素化促進事業

54 住宅の脱炭素化促進事業のうち
戸建住宅・集合住宅のZEH化、省CO₂化促進事業 77 産業車両等の脱炭素化促進事業のうち

フォークリフトの燃料電池化促進事業

55 住宅の脱炭素化促進事業のうち
既存住宅の断熱リフォーム支援事業 78 交通混雑緩和が期待される道路整備（社会資本整備総合交付金）

56 高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金 79 自転車通行空間整備（防災・安全交付金）

57 既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業 80 天然ガス利用設備による強靭性向上対策事業費補助金

58 住宅・建築物省エネ改修推進事業 81 再生可能エネルギー導入拡大に向けた
系統用蓄電池等の電力貯蔵システム導入支援事業

59 環境・ストック活用推進事業のうち
サステナブル建築物等先導事業（LCCO2評価先導型） 82 コールドチェーンを支える冷凍冷蔵機器の脱フロン・脱炭素化推進事業のうち

脱炭素型自然冷媒機器の導入支援事業

60 住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業のうち
優良木造建築物等整備推進事業 83 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち

地域循環型エネルギーシステム構築

61 みらいエコ住宅2026事業（Me住宅2026） 84 農業農村整備事業

62 クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた
充電・充てん設備等導入促進補助金 85 農山漁村地域整備交付金

63 クリーンエネルギー自動車導入促進補助金 86 環境保全型農業直接支払交付金

64 環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業 87 多面的機能支払交付金

65 地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業のうち
交通システムの省CO2化に向けた設備整備事業 88 飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援事業のうち

有機飼料の生産支援

66 地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業のうち
グリーンスローモビリティの導入促進事業 89 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち

有機農業拠点創出・拡大加速化事業

67 共創・MaaS実証プロジェクト（共創モデル実証運行事業） 90 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
グリーンな生産体系加速化事業

68 MaaSの実装に向けた基盤整備事業 91 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
環境負荷低減活動定着サポート

69 モーダルシフト等推進事業 92 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
有機転換推進事業
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93 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
省エネルギー型ハウス転換事業 116 脱炭素型循環経済システム構築促進事業のうち

プラスチック等資源循環システム構築実証事業

94 強い農業づくり総合支援交付金 117 リサイクル技術研究開発補助金

95 産地生産基盤パワーアップ事業のうち
収益性向上対策、生産基盤強化対策 118 脱炭素型循環経済システム構築促進事業のうち

国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の全体最適化実証事業

96 国内肥料資源利用拡大対策事業 119 リサイクル産業創出事業費補助金

97 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
みどりの事業活動を支える体制整備 120 北海道リサイクル製品認定支援事業費補助事業

98 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
バイオマスの地産地消 121 先進的な資源循環投資促進事業のうち

革新的GX製品向け高品質再製品供給事業

99 農林漁業を核とした循環経済先導地域づくり 122 脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業（SHIFT事業）

100 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち農業生産におけるプラスチック排出抑制対策事業 123 データセンター等デジタル基盤の脱炭素化に向けた
環境配慮技術の開発・実証事業

101 みどりの食料システム戦略緊急対策交付金のうち先進的有機農業拡大促進事業 124 民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち
データセンターのゼロエミッション化・地域共生加速化事業

102 森林整備事業＜公共＞ 125 データセンター等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業

103 林業・木材産業国際競争力強化総合対策＜一部公共＞ 126 ゼロエミッション船等の建造促進事業

104 豊かな森づくり推進事業 127 ゼロエミッション船等の導入支援事業

105 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 128 水産基盤整備事業

106 エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業 129 地域共生型潮流発電事業モデル構築事業

107 地域エネルギー利用最適化・省エネルギー診断拡充事業 130 地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業

108 省エネ・非化石転換補助金 131 環境・エネルギー産業総合支援事業（開発支援事業）補助金

109 廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業 132 成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）

110 地域共生型廃棄物発電等導入促進事業のうち地域の廃棄物を活用した地域エネルギー創出事業 133 中小企業競争力強化促進事業

111 地域共生型廃棄物発電等導入促進事業のうちPCBを含有した変圧器等の高効率化によるCO2削減推進事業 134 CCUS社会実装・基盤構築事業

112 浄化槽システムの脱炭素化推進事業 135 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

113 プラスチック資源・金属資源等のバリューチェーン脱炭素化のための高度化設備導入等促進事業 136 地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築事業

114 先進的な資源循環投資促進事業のうちCO2排出削減が困難な産業の排出削減貢献事業 137 金融機関を通じたバリューチェーン脱炭素化推進のための利子補給事業

115 循環資源利用促進設備整備費補助金 138 中小企業総合振興資金

※事業名をクリックすると該当ページへ遷移します
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139 脱炭素移行に向けた二国間クレジット制度（JCM）促進事業のうち二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業（設備補助事業等） 153 グリーンインフラ活用型都市構築支援事業

140 カーボンニュートラル社会構築に向けたESGリース促進事業 154 メザニン支援事業

141 グリーンファイナンスの普及・拡大促進事業 155 アジア等国際的な脱炭素移行支援のための基盤整備事業のうち
資源循環分野の脱炭素化促進事業

142 北海道ＧＸ推進税制 156 アジア等国際的な脱炭素移行支援のための基盤整備事業のうち
シナジー型JCM創出事業

143 地域の魅力を活かした観光地づくり推進事業 157 高度無線環境整備推進事業

144 「デコ活」（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）推進事業

145 道内炭層エネルギー等利活用促進事業費

146 都市再生整備計画事業

147 都市・地域交通戦略推進事業

148 都市公園・緑地等事業（社会資本整備総合交付金）

149 都市構造再編集中支援事業

150 まちなかウォーカブル推進事業

151 国際競争拠点都市整備事業(国際競争業務継続拠点整備事業)

152 国土交通省スマートシティ実装化支援事業

巻末 ゼロカーボン北海道の取組
ゼロ北テラス
ゼロ北メーリス
御意見・お問合せ先

94

97
98
98

ページ

※事業名をクリックすると該当ページへ遷移します



検 索

１ 脱炭素に関する計画を策定したい！

１－１ 地域の脱炭素に関する計画

１－２ ゾーニング支援

１－３ 再エネ・省エネ導入

001 004

２ 脱炭素に関する調査・検討をしたい！

２－１ 再エネ・省エネ導入に関する調査・設計

２－２ マイクログリッド構築の調査

２－3 エネルギー利用の最適化の診断

002

007

008 009 011 015 018

034 040

013

106 107

033 083

006

３ 再エネ・省エネ等の設備を導入・検討したい！
※ 住宅・ビルへの設備導入については５もご覧ください！

３－１ 再エネ電気・熱全般

３－２ 太陽光（熱も含む）

３－３ 風力

３－４ バイオマス（熱も含む）

３－５ 地熱・地中熱・温泉熱等の熱利用 014013 033

035 036

032

005 010 015 016 017

018 021 022

019 024 026 027 028

029 030 048

034

031 070

038

032 098 105

037

024

003

031

039



３ 再エネ・省エネ等の設備を導入・検討したい！
※ 住宅・ビルへの設備導入については５もご覧ください！

３－６ 水力・小水力

３－７ 天然ガス・燃料転換・コジェネレーション

３－８ 水素

３－９ 蓄電池・EMS・送電線

３－１０ 充放電設備

３－１１ 省エネ設備

３－１２ マイクログリッド導入

３－１３ デマンドリスポンス対応

検 索

040

005

045 046

005 016 024 026

048 070 081

005 010 011

014

081

084

080

062

012

016

085

081

070

023 053 082 108

122

４ まちづくりで脱炭素を実現したい！

４－１ 脱炭素やレジリエンスにつながるまちづくり

４－２ 緑地の整備

４－３ エネルギー面的ネットワークの整備

４－４ スマートシティの実装

４－５ 離島の脱炭素

146 147 149 150

148

141

152

025

153

038

005

021

022

030

042

151



検 索

５ 建物を脱炭素化したい！

５－１ 建物の省エネ改修、省CO2機器の導入

５－２ 建築に関する人材支援

５－３ ZEB・ZEH化

５－４ サステナブルな建築プロジェクトの支援

５－５ 木造建築の整備

021 022 048 049

053 056

058 061

047

021 022 050 051

059

060

057055

054

６ 交通・物流を脱炭素化したい！

６－１ 車両の脱炭素化

６－２ 水素ステーションの整備

６－３ 公共交通機関の脱炭素化

６－４ 交通・道路整備による脱炭素化

６－５ AI・デジタル・MaaS

６－６ 物流システムの脱炭素化

６－７ 港湾・船舶・海事の脱炭素化

６－８ 運輸の脱炭素化

016 063022021

064

062

070

065

079078

067 068

070069052

075

071 072

066

076

074

126077

077

127



８ 観光を脱炭素化したい！

検 索

７ 農林水産業を脱炭素化したい！

７－１ 農業・酪農・園芸の環境負荷軽減

７－２ 脱炭素に資する施設や設備の導入

７－３ 堆肥活用、有機農業、バイオマス

７－4 林業の脱炭素化

086 087

092

090 091

095

092089

097

094073

090088

096

105102 103

093

099

098

143

083

９ 施設ごとに脱炭素化を検討したい！

９－１ 公共施設、公営住宅

９－２ 事業所・工場

９－３ 廃棄物処理、リサイクル施設

９－４ データセンター

９－５ 上下水道・ダム

９－６ 空港・港湾

005

106

121109

041 043

075

～

074 128

123

021 022

107 108 122

124 125

044

100

101



１５ その他

１４ 普及啓発をしたい！

１３ 金融で脱炭素を進めたい！

１２ 人材育成・人材支援

検 索

１０ 吸収源対策を実施したい！

１０－１ 森林、緑地

１０－２ ブルーカーボン

１１ 実証・開発・研究をしたい！

104

128

135129

006 042 133

136 137

144

125 139

036

～

155142

039

156 157145

カテゴリ別補助金ページ

再エネ全般 P13 ～ P26
太陽光 P26 ～ P28
熱全般 P29 ～ P32
風力 P32 ～ P33

水力・水インフラ P33 ～ P35
水素 P36 ～ P36

建物（ZEB・省エネ化等） P37 ～ P44
車両・物流・交通インフラ P44 ～ P53

その他（天然ガス・省エネ設備等） P53 ～ P54
農林業 P55 ～ P66

工場・廃棄物・資源循環 P67 ～ P75
データセンター P76 ～ P77
海事・水産 P77 ～ P78
開発・実証 P79 ～ P82

金融・融資・税制 P83 ～ P86
普及・啓発 P86 ～ P87

都市整備・その他 P88 ～ P93

138 140 141 154
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施策紹介
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のうち 004

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/platform/?tab=03
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ゼロカーボン・ビレッジ構築支援事業（計画策定） 013

北海道 経済部 GX推進局 GX推進課 新エネルギー係 011-204-5319

①地域マイクログリッド構築
平時は系統電源と再エネ電源を組み合わせ有効活用し、災害等の大規模停電時には系統から独立したグリッドで
自立的に電力供給可能なエネルギーシステムの導入を支援する。
②熱エネルギーの面的利用
温泉熱や地熱のエネルギープラントから熱導管を通じて地域の複数の需要家に熱を供給することで一定のエリア内で
効率的に熱利用を支援する。

地方公共団体又は地方公共団体と企業等とのコンソーシアム

1/2以内（上限500万円）

地域マイクログリッド構築や熱の面的利用などに要する可能性調査、検討会開催等

問い合わせ先

事業内容

補助対象物

補助率

補助対象者
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https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ckk/subsidy/top2.html
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事業内容

①脱炭素先行地域づくり事業への支援
②重点対策加速化事業への支援
③民間裨益型自営線マイクログリッド等事業への支援
※R8年度の新規募集はありません

再エネ設備（電気・熱）、蓄電池、自営線、熱導管、ZEB、ZEH、水素、断熱改修、省CO2設備、EV等

地方公共団体（民間事業者においては、地方公共協団体からの間接交付が可能。）

設備対象により 2/3～1/2、一部定額補助

・FIT/FIPを用いないこと
・自己託送を用いないこと
・オフサイトPPAを用いる場合には、導入規模が一定以下であること 等

補助対象物

補助率

補助対象者

特筆すべき要件等

環境省 大臣官房地域脱炭素推進審議官グループ地域脱炭素事業推進課 03-5521-8233
北海道地方環境事務所 地域脱炭素創生室 011-299-2460

問い合わせ先

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行加速化交付金 020

①脱炭素先行地域づくり
事業

交付要件：脱炭素先行地域に選定されていること等（一定の地域で民生部門の電力消費に伴うCO2排出実
質ゼロ達成等）。

対象事業：地域と暮らしに密接に関わる民生部門の電力消費に伴う二酸化炭素排出について2030年度まで
に実質ゼロを実現することなどに先行的に取り組む地域として、環境省が選定した地域において、
当該実現のための取組に対し支援する。

交付率 ：原則2/3
事業期間：概ね5年程度

②重点対策加速化事業

交付要件：再エネ発電設備を一定以上導入すること等（都道府県・指定都市・中核市・施行時特例市：
1MW以上、その他の市町村：0.5MW以上）。

対象事業：地域共生・地域裨益型再エネの導入や住宅の省エネ性能の向上などの脱炭素の基盤となる重点対
策について、交付金により行われる加速的な取組に対し支援する。

交付率 ：2/3～1/3、定額
事業期間：概ね５年程度

③民間裨益型自営線マイ
クログリッド等事業
（GX）

交付要件：一定の民間裨益が見込まれること等。
対象事業：官民連携により民間事業者が裨益する自営線マイクログリッド等を構築する地域等において、温室効

果ガス排出削減効果の高い再エネ・省エネ・蓄エネ設備等の導入を支援する。
交付率 ：原則2/3
事業期間：概ね5年程度

屋根置き自家消費型
太陽光発電

木質バイオマスの
エネルギー利用

家畜排せつ物の
エネルギー利用

蓄電池の
導入

エネルギーマネジメント
システム導入

再エネ水素
利用

住宅建築物の
ZEB／ZEH

省エネ設備の
最大限採用

ゼロカーボン・
ドライブ

自営線
マイクログリッド

H2 H2

H2 LED

※令和8年度の新規募集はありません。
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URL https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/srs/new23/mirai01.html



森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策

2050年ネット・ゼロ等に貢献する「森の国・木の街」を実現するとともに、花粉発生量の削減にも資するよう、ＤＸ等
新技術の導入を図り、川上から川下までの森林・林業・木材産業政策を総合的に推進します。

民間事業者・団体、地方公共団体 等

設備等、対象により、1/3、1/2、定額 等

[森林集約・循環成⾧対策]
木材需要の拡大及び木材需要に的確に対応できる安定的かつ持続可能な供給体制の構築と、それに必要な森林
の集積・集約化の推進に向けて、林業の生産基盤強化や再造林の省力・低コスト化、公共建築物の木造化の推
進等の川上から川下までの総合的な取組を支援します。
[木材等の付加価値向上・需要拡大対策]
非住宅分野等における国産材の需要拡大や付加価値向上、山村地域の賑わいや所得向上に向け、ＪＡＳ構造
材・ＣＬＴ等を活用した木造化、合理的な木材価格の形成の促進、木質バイオマスの利用環境整備、ＣＬＴ等
の輸出の促進、特用林産物の競争力強化、森林の様々な価値や機能の総合的な利活用により持続的かつ適正
な森林管理を図る「森業」の推進等の取組を支援します。
[スマート林業・DX推進総合対策]
林業の安全性、生産性及び収益性の飛躍的な向上を図るため、スマート林業技術の導入環境整備、スマート林業
機械・機器等の開発・実証、地域一体で林業活動にデジタル技術をフル活用する拠点づくりを支援します。

問い合わせ先

事業内容

事業内容

補助率

補助対象者

林野庁 林政課 03-6744-1777
北海道森林管理局 企画課 011-622-5228

スマート林業
技術導入環
境整備
事業

○林業分野への異分野企業等の参入を促す
「森ハブ・プラットフォーム」の運営
○スマート林業技術の安全確保のためのルール
整備
○林地台帳を効率的に更新するツールの整備等

戦略的技術
開発・実証
事業

○伐倒・集材等の素材生産や造林作業のスマー
ト化に向けた林業機械・機器等の開発・実証を
支援

デジタル
林業戦略
拠点構築
推進事業

○地域コンソーシアムによる林業のデジタル化・ＤＸ
の実証活動を支援し、「デジタル林業戦略拠点」
を構築

［木材等の付加価値向上・需要拡大対策]

[スマート林業・DX推進総合対策]

参考URL：https://www.rinya.maff.go.jp/j/rinsei/yosankesan/R8kettei.html

105

架線集材機械の自動
化・高出力化等

植栽機械や下刈り機械の自
動化・林内走行性能の向上

実証内容・
技術改良等の
アドバイス

地域コンソーシアム

大学
研究機関 デジタル技術、

機器・アプリ等の提供
森林情報の提供、
関係者の意見調整

資金計画の
アドバイス

金融機関

林業支援サービス事業体
機械メーカー

出材コーディネーター
(県森連等)都道府県・市町村

森林組合 林業事業体 製材・合板工場

[森林集約・循環成長対策]

〇森林の集積・集約化促進対策
〇林業・木材産業循環成長対策
〇林業・木材産業金融対策

https://www.rinya.maff.go.jp/j/rinsei/yosankesan/R8kettei.html
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URL https://sii.or.jp/koujou07r/ URL https://sii.or.jp/setsubi07r/
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事業内容

脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業（SHIFT事業）

工場・事業場の設備更新、電化・燃料転換、
運用改善

①1/3（上限1億円または５億円）

②3/4（上限200万円）

③委託事業

民間事業者・団体

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 0570-028-341
北海道地方環境事務所 地域脱炭素創生室 011-299-2460

補助対象物

補助率

補助対象者

問い合わせ先

①省CO2型システムへの改修支援事業
CO2排出量を工場・事業場単位で15%以上又は主要なシステム系統で30%以上削減する設備導入等を支援 
※蒸気システム,空調システム,給湯システム,工業炉,CGSに関する単純な高効率化改修は補助対象外
※複数事業者が共同で省CO2型設備を導入する取組や既存システムへの設備追加により省CO2化を図る取
組を含む

②DX型CO2削減対策実行支援事業
DXシステムを用いた即効性のある省CO2化や運転管理データに基づく効果的な改修設計などのモデル的な取組を
支援（２カ年以内）

③工場・事業場の脱炭素化に向けた課題分析・解決手法に係る調査検討等（委託）
効果的なCO2削減手法について、過年度事業の整理・分析・課題解決の検討等を行い、工場・事業場の脱炭素
化普及促進に向けた取組を行う。
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ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

事業内容

申請枠・補助上限額・補助率

参考URL：https://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html

問い合わせ先
ものづくり補助金事務局サポートセンター 050-3821-7013
北海道経済産業局 産業技術革新課 011-709-5441

補助対象経費

＜共通＞機械装置・システム構築費（必須）、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、
原材料費、外注費、知的財産権等関連経費

＜グローバル枠のみ＞海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費

135

申請枠 要件 補助上限額 ※１ 補助率 ※３

製品・サービス
高付加価値化枠

革新的な新製品・新
サービスの開発による高
付加価値化

1～5人 750万円

中小：1/2
小規模・再生：2/3

6～20人 1,000万円

21～50人 1,500万円

51人以上 2,500万円

グローバル枠 海外事業の実施による
国内の生産性向上 3,000万円 中小：1/2

小規模：2/3

※1：大幅賃上げ特例措置適用の場合は、補助上限額を100～1,000万円上乗せ
※2：従業員規模で補助上限額は異なる
※3：最低賃金引上げ特例の場合は、補助率を2/3に引上げ（小規模・再生事業者は除く）

※２

中小企業者等の生産性向上や持続的な賃上げに向けた、革新的な新製品・新サービスの開発や海外需要開拓に
必要な設備投資等を支援します。

https://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html
https://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html
https://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html
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https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001720132.pdf
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https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_gairo_fr_000015.html
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https://www.mlit.go.jp/page/content/001583486.pdf
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巻末
ゼロカーボン北海道の取組



参 考
地球温暖化防止活動推進センター

全国地球温暖化防止活動推進センターは、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下、
「温対法」という。）の第三十九条に基づいて指定されている、地球温暖化対策に関する普及
啓発を行う組織です。HPには、教材等で使える図表や素材、パンフレット等が掲載されていま
す。
全国地球温暖化防止活動推進センターＨＰ:https://www.jccca.org/
温対法の第三十八条は地域地球温暖化防止活動推進センターについての条項となっており、
北海道では、公益財団法人北海道環境財団が指定を受けています。
（公財）北海道環境財団ＨＰ： https://www.heco-spc.or.jp/

参 考
https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/local_keikaku/
地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト

https://repos.env.go.jp/
REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づいて、
地方公共団体が策定することとなっている「地方公共
団体実行計画」を策定するにあたって必要な情報を提
供するＨＰ。
計画策定にあたって必要な考え方、マニュアルや排出
要因分析に活用可能な按分法による現況推計を分
析データを環境省が実施して、各市町村ごとにまとめた
「自治体排出量カルテ」等のツール等も掲載されている。

2025年3月リニューアル！
再エネ関連情報の提供により、再生可能エネルギー
の導入促進検討支援を行うポータルサイト。
地域脱炭素の実現に向けた検討にあたり、再エネポ
テンシャルの把握や再エネ導入目標設定、計画策定、
促進区域の検討をREPOSが支援します。



参 考
道内市町村ゼロカーボン関連データベース
https://hokkaido-zero-carbon.com/

参 考
観光地域づくりＮＡＶＩ２０２５-２０２６
～地域で活用できる観光振興ガイドブック～
https://wwwtb.mlit.go.jp/hokkaido/bunyabetsu/kankou/tiiki/navi/index.html

北海道地区における国の管区機関等において、脱炭素以外も含めて観光振興に活用することがで
きる事業をとりまとめた、「観光地域づくりＮＡＶＩ２０２５ー２０２６～地域で活用できる観光振
興ガイドブック～」を作成し、北海道運輸局のＨＰにて公開しております。
 北海道の観光振興に取り組まれている皆様に、様々な支援制度を積極的にご活用いただきたいと考
えていますので、こちらもぜひご覧ください。

2026年1月公開！
地域全体の脱炭素化の加速を目的に北海道内

179市町村の情報が一元化した「道内市町村ゼロ
カーボン関連データベース」を公開。
データベースには市町村の基礎情報や実行計画策
定状況、国・道の補助金採択結果などを掲載してお
り、効率的な情報取得・活用が可能。

＜定時公表データ（４月／10月）＞
・４月　道実施の実行計画策定状況等の調査結果
・10月　国・道の補助金採択結果

※その他、国及び道の補助金公募に関する情報等のリンクの
取りまとめ等についても随時対応予定。



ゼロ北テラス
～市町村向け脱炭素よろず相談窓口～

相談

★お気軽に、お問合せください！

●総括窓口 北海道地方環境事務所 地域脱炭素創生室
TEL：011-299-2460

Mail:CN-HOKKAIDO@env.go.jp
北海道総合通信局
情報通信部電気通信事業課
TEL：011-709-2311(内4703)
Mail:jgo-hokkaido@soumu.go.jp

北海道農政事務所
企画調整室
TEL：011-330-8801

Mail: hokkaido_kikaku@maff.go.jp

北海道森林管理局
総務企画部企画課
TEL：011-622-5228

Mail:h_kikaku@maff.go.jp

北海道経済産業局
資源エネルギー環境部

 資源エネルギー環境課
TEL：011-709-2311(内2702、2703)

Mail: hokkaido-shigen@meti.go.jp

北海道開発局
開発監理部開発連携推進課
TEL：011-709-2311(内5455、5419)

Mail:hkd-ky-zerocarbon@gxb.mlit.go.jp

北海道運輸局
交通政策部環境・物流課

TEL：011-290-2726
Mail: hkt-kanbutsu-sa1tsu＠gxb.mlit.go.jp

開発建設部 名称 電話 e-mail
札幌開発建設部
地域連携課

地域づくりの相談窓口 011-611-0281 hkd-sp-sakken-
81h@gxb.mlit.go.jp

函館開発建設部
地域連携課

地域支援相談窓口 0138-42-7740 hkd-hk-chiikirenkei@gxb.milt.go.jp

小樽開発建設部
地域連携課

地域支援相談窓口 0134-23-8035 hkd-ot-chiiki@gxb.mlit.go.jp

旭川開発建設部
地域連携課

地域づくりに関する相談
窓口

0166-32-3079 hkd-as-chiiki@gxb.mlit.go.jp

室蘭開発建設部
地域連携課

地域活力推進窓口 0143-25-7053 hkd-mr-info@gxb.mlit.go.jp

釧路開発建設部
地域連携課

地域支援相談窓口 0154-24-7395 hkd-ks-chiiki@gxb.mlit.go.jp

帯広開発建設部
地域連携課

地域支援相談窓口 0155-24-3195 hkd-ob-katsuryoku@gxb.mlit.go.jp

網走開発建設部
地域連携課

地域支援相談窓口 0152-44-6851 hkd-ab-chiiki@gxb-mlit.go.jp

留萌開発建設部
地域連携課

地域支援相談窓口 0164-42-2395 hkd-rm-chiiki@gxb.mlit.go.jp

稚内開発建設部
地域連携課

地域支援相談窓口 0162-33-1185 hkd-wk-chiiki-81y@gxb.mlit.go.jp



ゼロ北メーリス情報
提供

御意見・お問合せ先情報
提供
 本ハンドブックにつきまして、御意見・お問合せがありましたら、
以下のアドレスまで御送付ください。

●送付先 北海道地方環境事務所 地域脱炭素創生室
TEL：011-299-2460
Mail:CN-HOKKAIDO@env.go.jp

★「こういったところがよかった」といった御意見もお待ちしております！

 ゼロカーボン北海道に関連する情報をお届けします。

① 国の補助事業等の公募情報
② 地域脱炭素に関する制度や動向の情報
③ 地方支分部局主催のシンポジウム等の情報
④ ゼロカーボン北海道タスクフォースの情報 等

「氏名」「所属」「登録を希望するメールアドレス」をメールにてお知らせください。
【登録メールの送付先】
送信先：CN-HOKKAIDO@env.go.jp
【件名】
地方自治体の方：ゼロ北メーリス（地方自治体）登録希望
民間事業者の方：ゼロ北メーリス（民間事業者）登録希望

参考URL： http://hokkaido.env.go.jp/earth/post_124.html

配信内容

登録方法
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